
天草市公告第９１号　

　天草市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成18年天草市条例第29号）に基づき、

天草市人事行政の運営等の状況について、次のとおり公表します。

１　職員の任免及び職員数の状況

　令和元年10月1日

天草市長　中 村 五 木

（1）職員の任免の状況

区 分

うち4月1日採用 採用 退職 うち4月1日採用

人数 1,048人 25人 8人 71人 1,011人 26人

平成30年4月1日現在職員数 平成３1年4月1日現在職員数平成30年4月2日～平成３1年3月３１日

（2）部門別職員数の状況（各年4月1日現在）

（注）１　職員数は一般職に属する職員数であり、再任用短時間勤務職員を除いています。

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計です。
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（3）年齢別職員構成の状況（平成３１年４月１日現在）

（4）職員数の推移

（注）人数は各年の4月1日時点での数値となります。

２　職員の人事評価の状況
　地方公務員法では、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力を把握した上で行われる「能力評価」と業績を把握した

上で行われる「業績評価」の両面からなる人事評価制度を導入し、これを任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とすること

とされております。本市においては、能力評価と業績評価を柱とした人事評価制度を平成28年度から導入・運用しております。

平成30年度の人事評価の実施状況は、次のとおりです。
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３　職員の給与の状況

（1）人件費の状況（普通会計決算）

（注）人件費には、投資的経費に係る人件費を含みます。

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。  　     ２　職員数は、平成３０年４月１日現在の人数です。
 　     ３　給与費については、再任用勤務職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいません。
 　     ※　なお、再任用勤務職員（短時間勤務）は、32人であり、当該職員を含んだ場合、職員数は817人となり、
　　　一人当たり給与費は、6,094千円となります。

（3）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成３１年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円

②技能労務職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、平成３１年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務　　　　　 
　　　　手当などのすべての諸手当の額を合計した平均です。

（4）職員の初任給の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円

円

（5）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成３１年４月１日現在）

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

375,695

366,900

337,257

う ち 清 掃 職 員

355,974

49.2

343,219 361,888

343,070

421,271

317,220 397,487

326,556

53.5

う ち 学 校 給 食

平均給与月額平均年齢

43.3

14.70

Ｂ／Ａ

　　　　　　％

14.608,203,322

人　

2,328,310

区　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

（平成30年度末）

H30年度 　　　　　　　千円　　　　　千円

A

80,235 56,186,688

職員数区　分

（参考）人 件 費 率実 質 収 支 人 件 費

　　　　　千円

　　　　　　Ｂ 平成29年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

う ち 用 務 員

う ち そ の 他 54.7

54.5

人

区　　分

平均年齢

H30年度

区　　分

天草市

52.4

138,000

高　校　卒

153,000

天　草　市

高　校　卒

大　学　卒

146,000

熊　本　県

148,600

国

経験年数２０年 経験年数２５年

-

-

技能労務職

一般行政職

経験年数１０年

213,300

区　　　　　分

180,700 180,700

中　学　卒

148,600

-

-

187,200

高　校　卒

370,360

いません。

344,500

301,333

技能労務職 高　校　卒

区　　　　分

大　学　卒一般行政職

785

平均給料月額

平均給料月額

天草市

6,342

給　 料

平均給与月額

計　Ｂ

1,313,469

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　　千円

4,978,8023,187,448

千円 千円　　　　　千円

477,885

351,186 372,436

（注）技能労務職については、熊本県及び国と区分が異なっており、単純に比較できないため記載して

255,400

経験年数３０年

384,450

326,350

一人当たり

410,717

職員手当 期末・勤勉手当 給与費 B/A

千円
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（6）一般行政職の級別職員数の状況（平成３１年４月１日現在）

（注）１　天草市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

   　   ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（7）等級及び職制上の階級ごとの職員数（平成３１年４月１日現在）

※別紙のとおり

　　　　　　　　％

主事・技師

　　　　　　　　人

４　級

６　級

区　　分

課長・室長・審議員・課長補佐・主幹５　級

係長・参事

標準的な職務内容

３　級

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

20.7%

　　　　　　　　％

10.1%

125 人
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　　　　　　　　％
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34 人

　　　　　　　　人

２　級

主事・技師

構成比
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194,000 304,200

　　　　　　　　％
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　　　　　　　　％

　　　　　　　　％
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　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

1号給の
給料月額

支所長・課長・局長・審議員

362,900 444,900

319,200

381,000

288,900

１　級

245 人

最高号給の
給料月額

７　級 部長・首席審議員・支所長

職員数

350,000

410,200

230,000
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１級
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２級

5.6%
２級

4.6%
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（８）期末手当・勤勉手当

千円

（平成30年度支給割合） （平成30年度支給割合） （平成30年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( )月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）(  　)内は、再任用職員（フルタイム勤務）に係る支給割合です。

（９）退職手当（平成３１年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 応募認定退職特例 その他の加算措置 応募認定退職特例

措置（2％～45%加算) 措置（2％～45%加算)

１人当たり平均支給額　　　　千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成30年度に退職した職員に支給された平均額です。

（１０）地域手当（平成３１年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

％ 人 ％

％ 人 ％

1,643

国熊　　本　　県

2.60

47.709

0.90

19.6695

１人当たり平均支給額（平成30年度）

0.90

1.852.60

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　５～２０％
・管理職加算　１５～２５％

1.45

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　５～２０％
・管理職加算　１５～２５％

天　　草　　市

19.6695

2.60 1.85

28.0395

20,355

33.27075

24.586875

支給対象職員数

47.709

支給実績（平成３０年度決算）

支給対象地域 国の制度（支給率）

4,392

47.709

878,397

16

47.709

　　　　　-

101福岡市

医師

20東京都（特別区）

国

2

24.586875

33.27075

天　　草　　市

1.85

1.45

10

39.7575

1

47.709

47.709

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算　５～１５％

39.7575

28.0395

20

0

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算）

支給率
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（11）特殊勤務手当（平成３１年４月１日）

千円

　円

　％

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

 (12) 時間外勤務手当

千円

　円

１日につき　200円

月額4,000円

生活保護法の規定に基づ
く保護の業務

1,886

0

0

0

感染症の病原体に汚染さ
れている区域において患
者の看護又は当該病原体
の付着した物件若しくは
付着の疑いのある物件の
処理作業

市税の賦課・徴収業務
月額2,000円（賦課業務）
月額4,000円（徴収業務）

１日につき　200円

１日につき　200円

１件につき
1,500円（行旅死亡人）
800円（行旅病人）

524 月額4,000円

419

１件につき　500円0

4,320

清掃作業手当

火葬従事手当

病院又は診療所に勤務する医師

行旅死亡人又は行旅病人
の収容業務

給料月額の100分の150以内

32

195,898

289,790

使用料等の個別徴収業務に従事した職
員

支給実績（平成３０年度決算）

主な支給対象業務

7,181

66,487

13.1

９

支給実績
（30年度決算） 左記職員に対する支給単価

支給実績（平成３０年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成３０年度）

手当の種類（手当数）

一般廃棄物の収集、運搬
又は焼却作業

使用料等の個別徴収業務

一般廃棄物の収集業務又
は特定病害虫駆除作業

特別作業手当

行旅病人等取扱手当

徴収手当

防疫等作業手当

社会福祉業務手当

行旅死亡人または行旅病人の収容業務
に従事した職員

感染症の病原体に汚染されている区域
において患者の看護又は当該病原体の
付着した物件若しくは付着の疑いのあ
る物件の処理作業に従事した職員

市税の賦課・徴収事務に従事した職員

手当の名称

市税事務従事手当

職員１人当たり平均支給年額（平成３０年度決算）

火葬業務に従事した職員

一般廃棄物の収集、運搬又は焼却作業
に従事した職員

医師研究手当

主な支給対象職員

一般廃棄物の収集業務又は特定病害虫
駆除作業に従事した職員（清掃作業手
当を支給される職員を除く。）

生活保護法（昭和25年法律第144号）
の規定に基づく保護の業務に従事した
ケースワーカー及び査察指導員

火葬業務

病院又は診療所の業務
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 (13) その他の手当（平成３１年４月１日現在）

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

同じ 50,340

【内容】
　宿日直を命ぜられた職員に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
①医師　　21,000円

　②看護師　　6,100円
　③一般職員　4,400円

支給職員１人当たり
平均支給年額
(H30年度決算)

456

同じ

0

4,713,6004,714

4,208

21,750261

269,760

107,703

456,000

0

841,600

493,529

国の制度と異なる内容

同じ

国の制度
との異同

273,447125,786

55,571

67,099

支給実績
(H30年度決算)

同じ

同じ

【内容】
　扶養親族のある職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
　・配偶者6,500円、子10,000円、
　 父母等6,500円
　②加算額
　・16歳から22歳までの間にある子
　　1人につき5,000円加算

【内容】
　自ら借り受けている住宅に居住している
職員に対し支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　最高27,000円

【内容】
　通勤のため、交通機関等を利用又は自動
車等を使用することを常例としている職員
に支給（片道2㎞以上）
【支給単価（一箇月当たり）】
　①交通機関利用者
　支給限度額　55,000円
　②交通用具利用者
　通勤距離に応じて2,000円から3１,６00
円を支給

内容及び支給単価

【内容】
　管理又は監督の地位にある職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①診療所長110,000円
　②看護師長15,000円
　③部長、首席審議員及び牛深支所長60,000円
　④支所長（牛深除く）、部内筆頭課長、教育部
     教育総務課長及び病院事業部経営管理課長
      50,000円
　⑤課長、室長、局長及び事務長 40,000円
　⑥審議員 20000円

夜間勤務手当

宿日直手当

管理職手当

管理職員特別勤務
手当

住居手当

手　当　名

同じ

同じ

【内容】
　管理職手当を支給されている職員が、臨時
又は緊急の必要その他の公務の運営の必要に
より、週休日等又は平日深夜に勤務した場合
に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
　①週休日等　6,000円（6時間を超える場合の
勤務は9,000円）
　②平日深夜　3,000円

通勤手当

同じ

同じ

【内容】
　正規の勤務時間として午後10時から翌日
の午前5時までの間に勤務する職員に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
　勤務1時間当たりの給与額に100分の25
を乗じて得た額

初任給調整手当

【内容】
　欠員の補充が困難である職で、新たに医
師等として採用され、離島に所在する病院
等に勤務することを命ぜられた職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　月額414,800円以内
（採用の日から35年以内の間、採用後一定
期間経過後1年ごとにその額を減じて支給）

単身赴任手当

【内容】
　公署を異にする異動等に伴って住居を移
転し、やむを得ない事情により配偶者等と
別居して、単身で生活することとなった職
員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
　・月額３０,000円
　②加算額（片道100㎞以上）
　・職員の住居と配偶者の住居との交通距
離に応じ、8,000円から70,000円を支給

扶養手当
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（14）特別職の報酬等の状況（平成３１年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

月分

月分

（算定方式） （１期の手当額）

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     

 　　勤めた場合における退職手当の見込額です。                                 

（15）昇給への勤務成績の反映状況

報

酬

企業管理者

議 長

地方公務員法に基づき、全職員を対象とした人事評価を実施して、昇給に活用していますが、まだ、
昇給に差をつけていません。

退
職
手
当

備　　　　考

期
末
手
当

副 議 長

給料月額×在職月数×30/100

議 員

副 市 長

3.35

副 市 長

教 育 長

企業管理者

（平成３０年度支給割合）

市 長

教 育 長

4,356,000 円給料月額×在職月数×15/100

給料月額×在職月数×30/100

20,880,000 円給料月額×在職月数×50/100

9,576,000 円

区　　分

給

料

（平成３０年度支給割合）

3.35

665,000

議 長

企業管理者

605,000

副 議 長

665,000

副 市 長

市　　　　長

教 育 長

議 員

市　　　　長

348,000

870,000

407,000

9,576,000 円

366,000

給　料　月　額　等
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４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

５　職員の休業に関する状況

女性

13

4

（注）平成30年度中に新たに育児休業等を取得した職員数です。

６　職員の分限及び懲戒処分の状況

内　　容
取得状況（平成30年度）
男性

1

0

育児休業

部分休業

職員が3歳未満の子を療育するために、承認を受けて
職務に従事しないことができる制度

職員が小学校就学の始期に達するまでの子を養育する
ために、承認を受けて勤務時間の一部について勤務し
ないことができる制度

種　類

（1）勤務時間

一

勤務時間 休憩時間 週  休  日

8:30 ～ 17:15 12:00 ～ 13:00 日曜日及び土曜日

（平成31年4月1日現在）

一般的な職員の勤務時間は次のとおりですが、交替制勤務職員など、勤務の特殊性によりこ
の勤務時間により難い場合は、別に定めています。

（2）休暇制度の概要

付与要件 付与日数

年次有給休暇 職員の請求時 年20日を限度に付与

病気休暇 職員の負傷又は疾病による療養 必要と認める期間

裁判員等としての休暇 裁判員等として官公庁へ出頭する場合 必要と認める期間

骨髄提供のための休暇 骨髄液提供に際する検査・入院等 必要と認める期間

ボランティア休暇 被災者支援、福祉施設でのボランティア活動 年5日以内

結婚休暇 結婚式等の行事 連続する5日以内

産前休暇 8週間（多胎妊娠14週間）以内に出産予定 出産日までの請求期間

産後休暇 女性職員が出産した場合 8週間

育児時間休暇 生後満1歳に達しない子の育児 1日2回・各々30分

妻の出産休暇 妻出産時の入院の付き添い等 2日以内

男性の育児休暇 妻の産前産後8週の期間中の子の養育 5日以内

妊娠障害休暇 妊娠中の職員の妊娠障害 9日を超えない範囲

子の看護休暇 中学校就学前の子の看護 年5日以内（対象となる子が2人以上の場合は10日）

親族の死亡休暇 親族の死亡 1日～7日

夏季休暇 7～9月までの期間内 3日

介護休暇 相当期間、配偶者等の介護を行う 通算６ヶ月の範囲内（無給）

相当期間、配偶者等の介護を行う １日につき2時間以内（最長3年）（無給）

組合休暇 許可を得て職員団体の業務に従事 年30日以内（無給）

休暇の種類

特
別
休
暇
（
主
な
も
の
）

介護時間

（1）分限処分の状況（平成30年度中）

　　　　　　　　　　　　処分の種類

処分事由

0 件

7 件 7 件

0 件

0 件

0 件

0 件 0 件 7 件 0 件 7 件

（2）懲戒処分の状況（平成30年度中）

　　　　　　　　　　　　処分の種類
処分事由

1 件 1 件

0 件

0 件

0 件 0 件 1 件 0 件 1 件

　 分限処分とは、職員が十分に職責を果たすことができない場合に、公務能率を維持するために行う処分
 をいい、また、懲戒処分とは、職員の義務違反に対して、公務における秩序を維持するために職員の責任
 を追及する処分をいいます。

職に必要な適格性を欠く場合

降給 合計休職

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職・過員を生じた場合

免職降任

心身の故障の場合

合計減給 停職 免職

計

刑事事件に関し起訴された場合

計

法令に違反した場合

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行があった場合

戒告

勤務実績が良くない場合

9



７　職員の服務の状況

（1）服務の原則

地方公務員には、全体の奉仕者として守らなければならない義務が定められています。その内容は次のとおりです。

①法令等及び上司の職務上の命令に従う義務

②信用失墜行為の禁止

③秘密を守る義務

④職務に専念する義務

⑤政治的行為の制限

⑥争議行為等の禁止

⑦営利企業への従事等の制限

８　職員の退職管理の状況
　地方公務員法が一部改正され、再就職した元職員による働きかけの規制等が規定されました。本市においても、

再就職情報の届出等を定めた天草市職員の退職管理に関する条例を制定し、職員の退職管理の適正を確保する

取り組みを行っています。

　上記条例に基づき、在職時に部長級及び課長級に就いていた元職員から届出があった再就職情報の件数は、

「0件（平成30年度中）」です。

９　職員の研修の状況

（1）研修の実施状況（平成30年度）

３　派遣研修

１０　職員の福祉及び利益の保護の状況

（1）職員の健康診断の実施状況（平成30年度） （2）公務災害等の発生状況（平成30年度）

件数

0

1

（3）利益の保護の状況（平成30年度）

有無

無

無

自治大学校研修

熊本県市町村職員研修協議会研修

種　　類

通勤災害

公務災害

内閣府

新規採用職員研修

市町村職員中央研修所研修

人事評価評価者研修

職場ごとに実施

職員に対する不利益な処分についての不服申立て

４　職場研修

給食業務従事者の健康診断

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求

種　　別

特定業務従事者の健康診断

一般職研修

２　専門研修

人間ドック受診者以外の全職員

対象職員

定期健康診断

内　　　　　　　　　　　　容

特定業務従事者

給食業務従事者

熊本県

接遇研修

ＩＴ人材育成研修

経済産業省、経済産業省九州経済産業局

分類

１　階層別研修

研修内容

管理職研修
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別紙

（７）等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３１年４月１日現在）

行政職給料表

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

主事 48

技師 15

学芸員 2

教諭 1

計 66

主事 33

技師 4

教諭 3

計 40

主査 84

主任 66

係長 0

計 150

参事 254

幼稚園長 2

係長 77

計 333

主幹 1

局長補佐 3

室長補佐 1

事務長補佐 2

課長補佐 61

審議員 2

課長 1

計 71

審議員 14

局長 3

室長 1

事務長 2

課長 48

支所長 8

計 76

支所長 1

首席審議員 4

部長 9

計 14

合計 750 100

2級

１　高度な知識経験を必要とする業務を行う主事
及び技師の職務

２　高度な知識経験を必要とする業務を行う司書、
学芸員、教諭及び専任教員の職務

40 5.3

等級
内訳 職制上の段階

4級

１　課（室・局・事務）長及び審議員の職務

２　課（室・局・事務）長補佐の職務

３　高度な知識経験を必要とする業務を行う係長
及び参事の職務

４　高度な知識経験を必要とする業務を行う所長、
保育所長、出張所長、幼稚園長、支配人及び指導
主事の職務

５　主幹及び副学校長の職務

333 44.4

190 25.3 係員級

合計
級別職務分類表に規定する基準となる職務

1級
１　主事及び技師の職務

２　司書、学芸員、教諭及び専任教員の職務
66 8.8

399

7級
高度な知識経験を必要とする業務を行う部長、首
席審議員及び支所長の職務

14 1.9

3級

１　係長、主任及び主査の職務

２　所長、保育所長、出張所長、幼稚園長、支配人
及び指導主事の職務

150 20.0

6級

１　部長、首席審議員及び支所長の職務

２　特に高度な知識経験を必要とする業務を行う
課（室・局・事務）長及び審議員の職務

76 10.1

5級

１　高度な知識経験を必要とする業務を行う課
（室・局・事務）長及び審議員の職務

２　高度な知識経験を必要とする業務を行う課
（室・局・事務）長補佐の職務

３　特に高度な知識経験を必要とする業務を行う
指導主事の職務

４　高度な知識経験を必要とする業務を行う主幹
及び副学校長の職務

71 9.5

部長級14 1.9

79 10.5 課長級

53.2 係長級

68 9.5 課長補佐級
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別紙

（７）等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３１年４月１日現在）

技能労務職給料表（一）

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

1級 主事及び技師の職務 ― ― ― ― ― ― ―

2級 困難な業務に従事する主事及び技師の職務 ― ― ― ― ― ― ―

主任技師 1

計 1

4級
高度な技能経験を必要とする業務に従事する主
任主事及び主任技師の職務

― ― ― ― ― ― ―

技師長 26

計 26

合計 27 100

等級 級別職務分類表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階

3.7 係員級

5級 技師長の職務 26 96.3 26 96.3 係長級

3級

１　特に困難な業務に従事する主事及び技師の職
務

２　主任主事及び主任技師の職務

1 3.7 1
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別紙

（７）等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３１年４月１日現在）

技能労務職給料表（二）

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

1級 主事及び技師の職務 0 0 ― ― ― ― ―

2級 困難な業務に従事する主事及び技師の職務 0 0 ― ― ― ― ―

主任技師 1

計 1

技師長 12

計 12

合計 13 100

等級 級別職務分類表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階

7.7 係員級

4級 技師長の職務 12 92.3 12 92.3 係長級

3級 主任主事及び主任技師の職務 1 7.7 1
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別紙

（７）等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３１年４月１日現在）

医療職給料表（一）

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

1級 医療業務を行う職務 0 0 ― ― ― ― ―

2級

１　診療所の診療科長の職務

２　高度な知識経験を必要とする医療業務を行う
職務

0 0 ― ― ― ― ―

3級
高度な知識経験を必要とする診療所の診療科長
の職務及びこれに相当する職務

0 0 ― ― ― ― ―

診療所長 2

計 2

合計 2 100

100 課長級

等級 級別職務分類表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階

4級

１　診療所長の職務

２　極めて高度な知識経験を必要とする診療所の
診療科長の職務及びこれに相当する職務

2 100 2
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別紙

（７）等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３１年４月１日現在）

医療職給料表（三）

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

1級 准看護師の職務 0 0 ― ― ― ― ―

准看護師 0

看護師 1

計 1

主任准看護師 1

主任看護師 2

計 3

看護師長 1

計 1

合計 5 100

課長級4級

１　困難な業務を行う看護師長の職務

２　困難な業務を行う主任看護師又は主任准看護
師の職務

1 20 1 20

20 係員級

3級
１　看護師長の職務

２　主任看護師又は主任准看護師の職務
3 60 3 60 係長級

2級
１　看護師の職務

２　困難な業務を行う准看護師の職務
1 20 1

等級 級別職務分類表に規定する基準となる職務
合計 内訳 職制上の段階
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１１　公営企業職員の状況
【Ⅰ．水道事業】
１　職員の任免及び職員数の状況
(1)職員数に関する状況 4/1現在

うち4/1採用 うち4/1採用

21 0 0 0 4 5 20 0

(2)部門別職員数の状況（各年4月1日現在）

平成30年 平成31年
21 20 △ 1

２　職員の人事評価の状況
市長事務部局と同じ

３　職員の給与の状況

職　　員　　数 対前年度
増減数

主な増減理由

水道 業務分担変更等に伴う職員減

平成30年4月1日
現在職員数

平成31年4月1日
現在職員数

採用 退職

平成30年4月2日～平成31年4月1日

転入 転出

(1)職員給与費の状況
決算見込

職員給与費

（注）1　職員手当には退職給与金を含みません。
　    2　職員数は、平成31年3月31日現在の人数です。
　    3　給与費については、再任用勤務職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には

当該職員を含んでいません。

(2) 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成31年4月1日現在）

歳 円 円

（注）平均月収額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当等の諸手当の額を合計した平均です。

(3)職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　
（平成30年度支給割合） （平成30年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当
 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～15％

（注）再任用職員（フルタイム職員）はいない。

－ －

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　　　

1,604

2.60
－

1.852.60 1.85

Ａ

区　分 総費用

期末・勤勉手当職員手当

総費用に占める

職員給与費比率
Ｂ Ｂ／Ａ

H30年度 千円　

5.1152,567 131,478

千円　

Ａ

2,580,800

職員数

純損益又は実

　質収支

基本給
425,125
平均月収額

％

千円 千円
計　Ｂ

341,435

131,47883,875 35,025

一人当たり
給与費　B/A給　 料

12,578

企 業 職
平均年齢

区　分

H30年度 　　　　　千円千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　千円

区　　分

千円

企業職

21

１人当たり平均支給額（平成30年度）

6,261

1,669

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　　　

１人当たり平均支給額（平成30年度）

－

天草市（一般行政職）

46.7

人
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イ　退職手当（平成31年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

措置（2％～45%加算) 措置（2％～45%加算)
千円 千円 千円 千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、平成30年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（平成31年4月1日現在）

千円
   円

％ 人 ％
％ 人 ％
％ 人 ％
％ 人 ％
％ 人 ％
％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成30年4月1日現在）

千円
　円
　％

オ　時間外勤務手当

千円
千円

28.0395

39.7575

47.709

その他の加算措置 応募認定退職特例

1人当たり平均支給額

応募認定・定年

33.27075

企業職

東京都（特別区）

支給実績（平成30年度決算見込）

2020
支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

10福岡市

支給実績（平成30年度決算見込）

徴収手当
水道使用料の戸別徴収業務に従事
した職員

手当の名称 主な支給対象職員

１回につき　300円

0支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算見込）
支給実績（平成30年度決算見込）

主な支給対象業務

0

左記職員に対する支給単価

0.0
手当の種類（手当数） 　　　　　　　　　　　　　　2

水道使用料の戸別徴収
業務

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成30年度）

１日につき　200円

5,506
職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算見込） 306

水道使用者が給水停止処分を受け
た場合に、当該水道を閉栓すると
き、その職務に従事した職員

水道閉栓手当
水道使用者が給水停止処
分を受けた場合に、当該水
道を閉栓する業務

― 0

支給対象地域 支給率

28.0395

47.709

天草市（一般行政職）

19.6695

0
0

20,355

47.709

24.58687519.6695

47.709

―

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算見込）

47.709

1人当たり平均支給額

10 0
0

47.709

その他の加算措置 応募認定退職特例

33.27075

24.586875

39.7575
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カ　その他の手当（平成31年4月1日現在）  

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

（４）等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３１年４月１日現在）

※別紙のとおり

863

同じ

扶養手当

支給職員１人当た
り平均支給年額
（H30年度決算見込）

一般行政
職の制度
と異なる
内容

一般行
政職の
制度との
異同

同じ 2,934 225,692

支給実績
（H30年度決算見込）

73,750

【内容】
　扶養親族のある職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
　・配偶者6,500円、子10,000円、
　 父母等6,500円
　②加算額
　・16歳から22歳までの間にある子
　　1人につき5,000円加算

0 0

【内容】
　自ら借り受けている住宅に居住してい
る職員に対し支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　最高27,000円

同じ

管理職手当

単身赴任手当

【内容】
　公署を異にする異動等に伴って住居を
移転し、やむを得ない事情により配偶者
等と別居して、単身で生活することとなっ
た職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
　・月額30,000円
　②加算額（片道100㎞以上）
　・職員の住居と配偶者の住居との交通
距離に応じ、6,000円から58,000円を支給

1,475

0

1,800

通勤手当

住居手当

600,000

0

287,667同じ

管理職員特別勤
務手当

内容及び支給単価

同じ

【内容】
　通勤のため、交通機関等を利用又は自
動車等を使用することを常例としている
職員に支給（片道2㎞以上）
【支給単価（一箇月当たり）】
　①交通機関利用者
　支給限度額　55,000円
　②交通用具利用者
　通勤距離に応じて2,000円から31,600円
を支給

同じ

【内容】
　管理職手当を支給されている職員が、
臨時又は緊急の必要その他の公務の運
営の必要により、週休日等又は平日深
夜に勤務した場合に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
　①週休日等　6,000円（6時間を超える
場合の勤務は9,000円）
　②平日深夜　3,000円

手　当　名

【内容】
　管理又は監督の地位にある職員に支
給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①診療所長110,000円
　②看護師長15,000円
　③部長、首席審議員及び牛深支所長
60,000円
　④支所長（牛深除く）、部内筆頭課長及
び教育部教育総務課長　50,000円
　⑤課長、室長、局長及び事務長 40,000
円
　⑥審議員 20000円
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４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
(1)勤務時間（平成31年4月1日現在）
勤務時間 休憩時間
8:30～17:15 12:00～13:00

（2）休暇制度の概要（平成31年4月1日現在）
市長事務部局と同じ

５　職員の休業に関する状況
(1)育児休業等の取得状況（平成30年度）

男性 0 0
女性 0 0

６　職員の分限及び懲戒処分の状況
(1)分限処分（平成30年度）

0 件 0 件 0 件 0 件
0 件 0 件 0 件 0 件

(2)懲戒処分（平成30年度）
なし

７　職員の服務の状況
市長事務部局と同じ

８　職員の退職管理の状況
再就職情報の届出なし

９　職員の研修の状況
(1)研修の実施状況（平成30年度）
市長事務部局と同じ

１０　職員の福祉及び利益の保護の状況
(1)職員の健康診断の実施状況（平成30年度）
市長事務部局と同じ

(2)公務災害等の発生状況
なし

(3)利益の保護の状況（平成30年度）
有無
無

職員に対する不利益な処分についての不服申立て 無

休職 免職降給

週休日
日曜日及び土曜日

育児休業
取得者数

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求
内　　　　　　　　　　　　容

部分休業
取得者数

　　　　　　     　　　　　　     　　　　処分種類
　処分事由

降任

合　　計
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別紙

（４）等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３０年４月１日現在）

行政職給料表

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

主事 2

計 2

2級

１　高度な知識経験を必要とする業務を行う主事
及び技師の職務

２　高度な知識経験を必要とする業務を行う司書、
学芸員、教諭及び専任教員の職務

0 0.0 ― ―

主査 1

主任 2

計 3

参事 8

係長 1

計 9

課長補佐 3

計 3

課長 2

計 2

首席審議員 1

計 1

合計 20 100

10 50.0 係長級

等級
内訳 職制上の段階

4級

１　課（室・局・事務）長及び審議員の職務

２　課（室・局・事務）長補佐の職務

３　高度な知識経験を必要とする業務を行う係長
及び参事の職務

４　高度な知識経験を必要とする業務を行う所長、
保育所長、出張所長、幼稚園長、支配人及び指導
主事の職務

５　主幹及び副学校長の職務

9 45.0

1級
１　主事及び技師の職務

２　司書、学芸員、教諭及び専任教員の職務
2

合計
級別職務分類表に規定する基準となる職務

10.0

4 20.0 係員級

7級
高度な知識経験を必要とする業務を行う部長、首
席審議員及び支所長の職務

1 5.0

3級

１　係長、主任及び主査の職務

２　所長、保育所長、出張所長、幼稚園長、支配人
及び指導主事の職務

3 15.0

6級

１　部長、首席審議員及び支所長の職務

２　特に高度な知識経験を必要とする業務を行う
課（室・局・事務）長及び審議員の職務

2 10.0

5級

１　高度な知識経験を必要とする業務を行う課
（室・局・事務）長及び審議員の職務

２　高度な知識経験を必要とする業務を行う課
（室・局・事務）長補佐の職務

３　特に高度な知識経験を必要とする業務を行う
指導主事の職務

４　高度な知識経験を必要とする業務を行う主幹
及び副学校長の職務

3 15.0 3 15.0 課長補佐級

部長級1 5

2 10 課長級

20



平成30年度　人事行政の運営の状況報告
【Ⅱ．下水道事業】
１　職員の任免及び職員数の状況
(1)職員数に関する状況 4/1現在

うち4/1採用 うち4/1採用

11 0 0 0 4 3 12 0

(2)部門別職員数の状況（各年4月1日現在）

平成30年 平成31年
11 12 1

２　職員の人事評価の状況
市長事務部局と同じ

３　職員の給与の状況

転入 転出

下水道 水道局内の業務変更に伴う職員増

平成30年4月1日
現在職員数

平成31年4月1日
現在職員数

採用 退職

平成30年4月2日～平成31年4月1日

職　　員　　数 対前年度
増減数

主な増減理由

(1)職員給与費の状況
決算見込

（注）1　職員手当には退職給与金を含みません。
　    2　職員数は、平成31年3月31日現在の人数です。
　    3　給与費については、再任用勤務職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には

当該職員を含んでいません。
 　       ※　なお、再任用勤務職員（短時間勤務）は、1人であり、当該職員を含んだ場合、職員数は12人となり、

　　　   一人当たり給与費は、6,018千円となります。

(2) 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成31年4月1日現在）

歳 円 円

（注）平均月収額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当等の諸手当の額を合計した平均です。

(3)職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　
（平成30年度支給割合） （平成30年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当
 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～15％

職員給与費

6,565

一人当たり給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円　

平均年齢 基本給
421,369
平均月収額

千円
給与費　B/A

　　　千円

Ａ

1,752,058

人
期末・勤勉手当職員手当
　　　　　千円千円

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　　　

％

千円
計　Ｂ

295,225

72,219

4.1

1,604

2.60
－

1.85

１人当たり平均支給額（平成30年度）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　　　

職員数

38.8
区　　分

11 8,473

企 業 職

1,635

－

天草市（一般行政職）

2.60 1.85
－ －

企業職
１人当たり平均支給額（平成30年度）

Ａ

給　 料
区　分

45,421 18,325

千円

区　分 総費用 純損益又は実

　質収支

H30年度

145,982 72,219

千円　

総費用に占める

職員給与費比率
Ｂ Ｂ／Ａ

H30年度
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イ　退職手当（平成31年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

措置（2％～45%加算) 措置（2％～45%加算)
千円 千円 千円 千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、平成30年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（平成31年4月1日現在）

千円
   円

％ 人 ％
％ 人 ％
％ 人 ％
％ 人 ％
％ 人 ％
％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成31年4月1日現在）

千円
　円
　％

オ　時間外勤務手当

千円
千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成30年度） 36.4

16

下水道使用料並びに受
益者分担金及び負担金
の戸別徴収業務

１日につき　200円

454
5,451

0
0

0

その他の加算措置 応募認定退職特例

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算見込）

1人当たり平均支給額

一般行政職の制度（支給率）

10

47.709

33.27075

24.586875

33.27075

応募認定・定年

19.6695

28.0395

支給実績（平成30年度決算見込）

徴収手当
下水道使用料並びに受益者分担金及
び負担金の戸別徴収業務に従事した職
員

0
0

企業職 天草市（一般行政職）

19.6695

47.709

24.586875

47.709

手当の名称

39.7575

47.709

その他の加算措置 応募認定退職特例

1人当たり平均支給額

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算見込）

　　　　　　　　　　　　　　1
左記職員に対する支給単価

4,000支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算見込）
支給実績（平成30年度決算見込）

主な支給対象職員

20,355

支給率

福岡市 10

支給実績（平成30年度決算見込）

39.7575

28.0395

東京都（特別区） 20

主な支給対象業務
手当の種類（手当数）

47.709

―

20
支給対象職員数支給対象地域

―

47.709
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カ　その他の手当（平成31年4月1日現在）  

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

0 0

1,884 269,143同じ

同じ

同じ

一般行
政職の
制度との
異同

支給実績
（H30年度決算見込）

同じ 41,550

480,000

【内容】
　管理又は監督の地位にある職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①診療所長110,000円
　②看護師長15,000円
　③部長、首席審議員及び牛深支所長
60,000円
　④支所長（牛深除く）、部内筆頭課長及び
教育部教育総務課長　50,000円
　⑤課長、室長、局長及び事務長 40,000円
　⑥審議員 20000円

内容及び支給単価

管理職員特別勤
務手当

282

同じ

【内容】
　管理職手当を支給されている職員が、臨
時又は緊急の必要その他の公務の運営の
必要により、週休日等又は平日深夜に勤務
した場合に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
　①週休日等　6,000円（6時間を超える場合
の勤務は9,000円）
　②平日深夜　3,000円

0

480同じ

支給職員１人当た
り平均支給年額
（H30年度決算見込）

332

0

282,000

【内容】
　扶養親族のある職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
　・配偶者6,500円、子10,000円、
　 父母等6,500円
　②加算額
　・16歳から22歳までの間にある子
　　1人につき5,000円加算

通勤手当

手　当　名

【内容】
　通勤のため、交通機関等を利用又は自動
車等を使用することを常例としている職員に
支給（片道2㎞以上）
【支給単価（一箇月当たり）】
　①交通機関利用者
　支給限度額　55,000円
　②交通用具利用者
　通勤距離に応じて2,000円から31,600円を
支給

管理職手当

単身赴任手当

【内容】
　公署を異にする異動等に伴って住居を移
転し、やむを得ない事情により配偶者等と別
居して、単身で生活することとなった職員に
支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
　・月額30,000円
　②加算額（片道100㎞以上）
　・職員の住居と配偶者の住居との交通距
離に応じ、8,000円から70,000円を支給

住居手当

【内容】
　自ら借り受けている住宅に居住している職
員に対し支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　最高27,000円

一般行政
職の制度
と異なる
内容

扶養手当
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４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
(1)勤務時間（平成31年4月1日現在）
勤務時間 休憩時間
8:30～17:15 12:00～13:00

（2）休暇制度の概要（平成31年4月1日現在）
市長事務部局と同じ

５　職員の休業に関する状況
(1)育児休業等の取得状況（平成30年度）

男性 0 0
女性 0 0

６　職員の分限及び懲戒処分の状況
(1)分限処分（平成30年度）

0 件 0 件 0 件 0 件
0 件 0 件 0 件 0 件

(2)懲戒処分（平成30年度）
なし

７　職員の服務の状況
市長事務部局と同じ

８　職員の退職管理の状況
再就職情報の届出なし

９　職員の研修の状況
(1)研修の実施状況（平成30年度）
市長事務部局と同じ

１０　職員の福祉及び利益の保護の状況
(1)職員の健康診断の実施状況（平成30年度）
市長事務部局と同じ

(2)公務災害等の発生状況
なし

(3)利益の保護の状況（平成30年度）
有無
無

職員に対する不利益な処分についての不服申立て 無

日曜日及び土曜日

育児休業
取得者数

週休日

休職 免職降給

職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求
内　　　　　　　　　　　　容

部分休業
取得者数

　　　　　　     　　　　　　     　　　　処分種類
　処分事由

降任

合　　計
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別紙

（４）等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３１年４月１日現在）

行政職給料表

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

主事 1

技師 1

計 2

主事 1

計 1

主査 3

主任 1

計 4

参事 1

係長 1

計 2

課長補佐 2

計 2

課長 1

計 1

合計 12 100

16.7

6 50 係員級

3 25.0 係長級

等級
内訳 職制上の段階

4級

１　課（室・局・事務）長及び審議員の職務

２　課（室・局・事務）長補佐の職務

３　高度な知識経験を必要とする業務を行う係長
及び参事の職務

４　高度な知識経験を必要とする業務を行う所長、
保育所長、出張所長、幼稚園長、支配人及び指導
主事の職務

５　主幹及び副学校長の職務

2 16.7

1級
１　主事及び技師の職務

２　司書、学芸員、教諭及び専任教員の職務
2

合計
級別職務分類表に規定する基準となる職務

2級

１　高度な知識経験を必要とする業務を行う主事
及び技師の職務

２　高度な知識経験を必要とする業務を行う司書、
学芸員、教諭及び専任教員の職務

1 8.33

7級
高度な知識経験を必要とする業務を行う部長、首
席審議員及び支所長の職務

0 0

3級

１　係長、主任及び主査の職務

２　所長、保育所長、出張所長、幼稚園長、支配人
及び指導主事の職務

4 33.3

6級

１　部長、首席審議員及び支所長の職務

２　特に高度な知識経験を必要とする業務を行う
課（室・局・事務）長及び審議員の職務

1 8.33

5級

１　高度な知識経験を必要とする業務を行う課
（室・局・事務）長及び審議員の職務

２　高度な知識経験を必要とする業務を行う課
（室・局・事務）長補佐の職務

３　特に高度な知識経験を必要とする業務を行う
指導主事の職務

４　高度な知識経験を必要とする業務を行う主幹
及び副学校長の職務

2 16.7 2 16.7 課長補佐級

― ― ―― ―

1 8.33 課長級

25



【Ⅲ．病院事業】
１　職員の任免及び職員数の状況
(1)職員数に関する状況 4/1現在

うち4/1採用 うち4/1採用

181 6 14 15 7 5 182 6

(2)部門別職員数の状況（各年4月1日現在）

平成30年 平成31年
181 182 1

２　職員の人事評価の状況
市長事務部局と同じ

３　職員の給与の状況

病院 医師の増

平成30年4月2日～平成31年4月1日

転入 転出

職　　員　　数 対前年度
増減数

主な増減理由

平成30年4月1日
現在職員数

平成31年4月1日
現在職員数

採用 退職

(1)職員給与費の状況
決算見込

職員給与費

（注）1　職員手当には退職給与金を含みません。
　    2　職員数は、平成31年3月31日現在の人数です。
　　　3　給与費については、再任用勤務職員（短時間勤務）の給与費が含まれており、職員数には

当該職員を含んでいません。
 　       ※　なお、再任用勤務職員（短時間勤務）は、10人であり、当該職員を含んだ場合、職員数は
　　　   198人となり、一人当たり給与費は、6,323千円となります。

(2) 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成31年4月1日現在）

歳 円 円
歳 円 円
歳 円 円
歳 円 円

（注）平均月収額とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当等の諸手当の額を合計した平均です。

(3)職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　
（平成30年度支給割合） （平成30年度支給割合）

　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当
 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分
（加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　5～15％ ・役職加算　5～15％

（注）　再任用職員（フルタイム勤務）はいない。

1.85

１人当たり平均支給額（平成30年度）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　　　

－

天草市（一般行政職）

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　　　

医療技術 40.1
看 護 師

456,381
374,733

企業職

368,695

2.60 1.85

1,490

－ －

1,604

2.60
－

47.5

285,836188 6,659706,888

344,881290,189

基本給 平均月収額

区　分

区　分

3,785,852

H30年度

総費用

　　　千円

職員数

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ
千円　

33.11,251,878△ 208,642

純損益又は実

　質収支

千円　

総費用に占める

職員給与費比率

％

期末・勤勉手当職員手当
千円 千円
計　Ｂ

一人当たり
給与費　B/A

1,251,878

　　　　　千円

医 師

44.4

１人当たり平均支給額（平成30年度）

事務職員

469,314

48.7
304,956

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
Ａ
人H30年度

給　 料
千円 千円

平均年齢

259,154

区　　分
1,399,560
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イ　退職手当（平成31年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 応募認定・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

措置（2％～45%加算) 措置（2％～45%加算)
千円 千円 千円 千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、平成30年度に退職した職員に支給された平均額です。

ウ　地域手当（平成31年4月1日現在）

千円
   円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成31年4月1日現在）

千円
　円
　％

オ　時間外勤務手当

千円
千円

39.7575 47.709

47.709 47.709

その他の加算措置 応募認定退職特例

1人当たり平均支給額 0 20,355

一般行政職の制度（支給率）

－

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算見込）

1人当たり平均支給額

その他の加算措置

428

884,152
12,378

16,528

支給実績（平成30年度決算見込）

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成30年度）
手当の種類（手当数）
手当の名称

支給対象地域 支給率
16

医師研究手当
51,067,515円

1回につき
6,800円(勤務の全部が深夜)
3,300円（一部深夜4時間以上)
2,900円（一部深夜2時間以上
4時間未満）
2,000円（一部深夜2時間未
満）

正規の勤務時間による勤
務時間の全部又は一部
が深夜において行なわれ
る看護等の業務

月額　5,000円

26,334

糖尿病療養に関する業
務

171

放射線取扱手当
355,000円

70.9

危険手当
344,000円

支給実績（平成30年度決算見込）

月額　3,000円

糖尿病療養指導手
当
60,000円

①病院に勤務する看護師又は技師
のうち日本糖尿病療養指導士であっ
て、医師の指示の下で患者の療養
指導に従事した職員
②病院又は診療所に勤務する看護
師、准看護師若しくは技師のうち日
本糖尿病療養指導士又は熊本地域
糖尿病療養指導士であって、糖尿病
療養に係る業務に従事した職員

①月額　2,000円
②月額　1,000円

月額　10,000円(医師)
月額　3,000円(看護師長)
月額　2,000円（看護師又は准
看護師）

病院に勤務する診療放射線技師又
は診療エックス線技師のうちエックス
線その他の放射線を人体に対して照
射する作業に従事した職員

エックス線その他の放射
線を人体に対して照射す
る業務

病院に勤務する医師等のうち結核病
棟において結核に関する業務に従
事した職員

80,412

14

24.586875

支給実績（平成30年度決算見込）

支給対象職員数

職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算見込）

医師

認定看護手当
0円

病院に勤務する看護師のうち認定看
護師であって、当該認定を受けた看
護分野に係る業務に従事した職員

705,368

左記職員に対する支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（平成30年度決算見込）

主な支給対象業務
6

病院に勤務する医師

病院に勤務する看護師、准看護師
若しくは技師のうち正規の勤務時間
による勤務時間による勤務の全部又
は一部が深夜（午後10時から翌日の
午前5時までの間）において行われる
看護等の業務に従事した職員

夜間看護手当
28,585,400円

診療業務

認定看護分野に係る業
務

結核病棟において結核に
関する業務

主な支給対象職員

給料月額の100分の150以内

47.709

応募認定退職特例

47.709

39.7575

28.0395 33.27075

19.6695

47.709

天草市（一般行政職）
応募認定・定年

19.6695 24.586875

28.0395 33.27075

企業職
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（４）等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３１年４月１日現在）
※別紙のとおり

カ　その他の手当（平成31年4月1日現在）  

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

千円 円

15,900 496,875

単身赴任手当

一般行
政職の
制度との
異同

同じ 25,011

【内容】
　欠員の補充が困難である職で、新たに
医師等として採用された職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
○医師の最高額368,800円、薬剤師の最
高額100,000円

39,716 2,482,263

95,454

0

11,741

235,951

0

8,362

支給実績
（H30年度決算見

込）

薬剤師に
対し支給
している

【内容】
　公署を異にする異動等に伴って住居を
移転し、やむを得ない事情により配偶者
等と別居して、単身で生活することとなっ
た職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
　・月額30,000円
　②加算額（片道100㎞以上）
　・職員の住居と配偶者の住居との交通
距離に応じ、6,000円から58,000円を支給

内容及び支給単価手　当　名

【内容】
　自ら借り受けている住宅に居住してい
る職員に対し支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　最高27,000円

【内容】
　通勤のため、交通機関等を利用又は自
動車等を使用することを常例としている
職員に支給（片道2㎞以上）
【支給単価（一箇月当たり）】
　①交通機関利用者
　支給限度額　55,000円
　②交通用具利用者
　通勤距離に応じて2,000円から31,600円
を支給

245,936

49,500

宿日直手当

【内容】
　宿日直を命ぜられた職員に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
　①医師　　21,000円
　②看護師　　6,100円
　③一般職員　4,400円

同じ

管理職員特別勤
務手当

【内容】
　管理職手当を支給されている職員が、
臨時又は緊急の必要その他の公務の運
営の必要により、週休日等又は平日深
夜に勤務した場合に支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
　①週休日等　6,000円（6時間を超える
場合の勤務は9,000円）
　②平日深夜　3,000円

同じ 792

527,451

夜間勤務手当 同じ

【内容】
　正規の勤務時間として午後10時から翌
日の午前5時までの間に勤務する職員に
支給
【支給単価（勤務一回当たり）】
　勤務1時間当たりの給与額に100分の
25を乗じて得た額

同じ

同じ

一般行政
職の制度と
異なる内容

初任給調整手当

同じ

同じ

異なる

管理職手当

【内容】
　管理又は監督の地位にある職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①院長110,000円　②副院長60,000円
　③診療科長40,000円　④薬局長20,000円
　⑤牛深市民病院看護総師長40,000円
　⑥看護総師長（牛深市民病院除く）35,000円
　⑦牛深市民病院看護師長25,000円
　⑧看護師長（牛深市民病院除く）20,000円
　⑨部長60,000円　⑩経営管理課長50,000円
　⑪事務長 40,000円

【内容】
　扶養親族のある職員に支給
【支給単価（一箇月当たり）】
　①基礎額
　・子10,000円、配偶者、父母等6,500円
　②加算額
　・16歳から22歳までの間にある子
　　1人につき5,000円加算

通勤手当

住居手当

扶養手当

135,998

24,263

12,512

支給職員１人当たり
平均支給年額

（H30年度決算見込）
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４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
(1)勤務時間（平成31年4月1日現在）
ア　医師・医療技術職
種別 曜日 勤務時間 休憩時間
日勤 月～金 8:30～17:15 12:00～13:00

半日勤 土 8:30～12：30

イ　看護職
種別 勤務種別 勤務時間 休憩時間

準夜勤 16：30～1：15

深夜勤 0：30～9：15

2交代 夜勤 16：30～9：15 2時間

ウ　事務職
勤務時間 休憩時間
8:30～17:15 12:00～13:00

（2）休暇制度の概要（平成31年4月1日現在）
市長事務部局と同じ

５　職員の休業に関する状況
(1)育児休業等の取得状況（平成30年度）

男性 0 0
女性 9 0

６　職員の分限及び懲戒処分の状況
(1)分限処分（平成30年度）
なし

(2)懲戒処分（平成30年度）
なし

７　職員の服務の状況
市長事務部局と同じ

８　職員の退職管理の状況
再就職情報の届出なし

９　職員の研修の状況
(1)研修の実施状況（平成30年度）
コーチング研修（中堅職員）、その他市長事務部局と同じ

１０　職員の福祉及び利益の保護の状況
(1)職員の健康診断の実施状況（平成30年度）
市長事務部局と同じ

(2)公務災害等の発生状況
なし

(3)利益の保護の状況（平成30年度）
有無
無

職員に対する不利益な処分についての不服申立て 無
職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求

内　　　　　　　　　　　　容

週休日

育児休業
取得者数

部分休業
取得者数

1時間3交代

週休日

週休日
日曜日及び土曜日

日曜日及び土曜日

週休２日
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別紙

（４）等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３１年４月１日現在）

行政職給料表

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

主査 1

主任 2

計 3

参事 5

係長 1

計 6

課長補佐 1

事務長補佐 3

計 4

課長 1

事務長 4

計 5

部長 1

計 1

合計 19 100

4 21.0 課長補佐級

部長級1 5.3

5 26.3 課長級

7級
高度な知識経験を必要とする業務を行う部長の職
務

1 5.3

3級 係長、主任及び主査の職務 3 15.8

6級

１　部長の職務

２　特に高度な知識経験を必要とする業務を行う
課（事務）長の職務

３　職務の内容等が前２号と同程度のもので、特
に高度な知識経験を必要とする業務を行う審議員
の職務

5 26.3

5級

１　高度な知識経験を必要とする業務を行う課（事
務）長の職務

２　職務の内容等が前号と同程度のもので、高度
な知識経験を必要とする業務を行う審議員、課
（事務）長補佐及び主幹の職務

4 21.0

等級
内訳 職制上の段階

4級

１　課（事務）長の職務

２　課（事務）長補佐の職務

３　高度な知識経験を必要とする業務を行う係長
の職務

４　職務の内容等が前３号と同程度のもの（審議
員、主幹及び参事）の職務

6 31.6

1級 主事及び技師の職務 0

合計
級別職務分類表に規定する基準となる職務

0

8 42.1 係長級

― ― ― ― ―

5.3 係員級
2級

高度な知識経験を必要とする業務を行う主事及び
技師の職務

0 0.0
1

― ―
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別紙

（４）等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３１年４月１日現在）

医療職給料表（一）

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

医師 2

計 2

医師 2

診療科長 1

計 3

診療科長 2

副院長 2

計 4

副院長 1

院長 4

計 5

合計 14 100

10

4 28.6

71.4

係長級

課長級

3級

１　副院長の職務

２　高度な知識経験を必要とする診療科長の職務
及びこれに相当する職務

4 28.6

4級

１　病院事業部長、病院の院長の職務

２　高度な知識経験を必要とする副院長の職務

３　極めて高度な知識経験を必要とする診療科長
の職務及びこれに相当する職務

5 35.7

1級 医療業務を行う職務 2 14.3

2級

１　診療所の診療科長の職務

２　高度な知識経験を必要とする医療業務を行う
職務

3 21.4

合計
級別職務分類表に規定する基準となる職務等級

内訳 職制上の段階
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別紙

（４）等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３１年４月１日現在）

医療職給料表（二）

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

診療放射線技
師 2

計 2

管理栄養士 4

作業療法士 2

理学療法士 3

臨床検査技師 3

臨床工学技士 1

計 13

主任薬剤師 1
主任作業療法
士 1
主任理学療法
士 2
主任診療放射
線技師 1
主任臨床工学
技士 2

計 7

主任薬剤師 1

主任理学療
法士

1

主任臨床検
査技師

1

計 3

主任診療放射
線技師 2
主任理学療法
士 2
主任臨床検査
技師 3
診療放射線技
師長 1

理学療法士長 2
臨床検査技師
長 1

薬局長 1

計 12

6級

１　困難な業務を行う薬局長の職務

２　特に困難な業務を行う管理栄養士長、診療放
射線技師長、臨床検査技師長、理学療法士長、作
業療法士長又は臨床工学技士長の職務

― ― ― ― ― ― ―

7級 極めて困難な業務を行う薬局長の職務 ― ― ― ― ― ― ―

合計 37 100

46.0 係長級

15 40.5 係員級

2.7 課長級

4 10.8 課長補佐級
5級

１　薬局長の職務

２　困難な業務を行う管理栄養士長、診療放射線
技師長、臨床検査技師長、理学療法士長、作業療
法士長又は臨床工学技士長の職務

３　特に困難な業務を行う主任薬剤師の職務

４　特に困難な業務を行う主任管理栄養士、主任
診療放射線技師、主任臨床検査技師、主任理学
療法士、主任作業療法士又は主任臨床工学技士
の職務

12 32.5

1

17

3級

１　主任薬剤師の職務

２　主任管理栄養士、主任診療放射線技師、主任
臨床検査技師、主任理学療法士、主任作業療法
士又は主任臨床工学技士の職務

7 18.9

4級

１　管理栄養士長、診療放射線技師長、臨床検査
技師長、理学療法士長、作業療法士長又は臨床
工学技士長の職務

２　困難な業務を行う主任薬剤師の職務

３　困難な業務を行う主任管理栄養士、主任診療
放射線技師、主任臨床検査技師、主任理学療法
士、主任作業療法士又は主任臨床工学技士の職
務

3 8.1

1級
管理栄養士、診療放射線技師、臨床検査技師、理
学療法士、作業療法士又は臨床工学技士の職務

2 5.4

2級

１　薬剤師の職務

２　困難な業務を行う管理栄養士、診療放射線技
師、臨床検査技師、理学療法士、作業療法士又は
臨床工学技士の職務

13 35.1

合計
級別職務分類表に規定する基準となる職務等級

内訳 職制上の段階
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別紙

（４）等級及び職制上の段階ごとの職員数（平成３１年４月１日現在）

医療職給料表（三）

（人） （％） 職名 （人） （人） （％） 段階

1級 准看護師の職務 ― ― ― ― ― ― ―

看護師 29

計 29

主任看護師 48

主任准看護師 2

計 50

主任看護師 17

主任准看護師 3

看護師長 9

計 29

看護総師長 4

計 4

合計 112 100

13 11.6 課長級

29 25.9 係員級

70 62.5 係長級

4級

１　看護総師長の職務

２　困難な業務を行う看護師長の職務

３　困難な業務を行う主任保健師、主任助産師、
主任看護師及び主任准看護師の職務

29 25.9

5級 困難な業務を行う看護総師長の職務 4 3.6

2級
１　保健師、助産師又は看護師の職務

２　困難な業務を行う准看護師の職務
29 25.9

3級

１　看護師長の職務

２　主任保健師、主任助産師、主任看護師及び主
任准看護師の職務

50 44.6

合計
級別職務分類表に規定する基準となる職務等級

内訳 職制上の段階
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